
京都府災害時応急対応業務マニュアルの拡充について 

１ 昨年度の取組状況 

(1) 「⑮仮設住宅」を策定。

・賃貸型応急住宅について、賃貸関係団体及び京都市と協議を重ねて詳細な手順を定め、建

設型応急住宅をも含めた応急仮設住宅事業マニュアルを作成した。

(2) 広域振興局版マニュアルを策定。

(3) 危機管理部職員及び非常時専任職員(計 85 人)を災害対策本部事務局内で７班の担当にグル

ープ化する動員計画を改めて策定。

(4) 災害時応急対応業務マニュアルを活用した地震対応図上訓練を市町・関係機関と連携し実施。 

・日時：令和２年９月１日

・場所：京都府職員福利厚生センター会議室等

・参加：17 機関（約 80 名）

・訓練項目：発災初期における京都府災害対策本部事務局を主体とする各種対応

(5) 京都府総合防災情報システムの構築に当たり、災害時応急対応業務マニュアルを反映。

・応急対応業務の最新情報を、リアルタイムで共有することが可能となり、未着手や対応遅

れを共有し、早急な案件着手が可能。

  ・グループ（担当班）、フェーズごと、業務項目ごとに応急対応業務の全体進捗を集計可能。 

(6) その他、法や制度の改正や府の防災対策等を踏まえ、災害時応急対応業務マニュアルを修正。 
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① 災害対策本部の組織・運営

② 通信の確保

③ ハザード情報・避難情報の伝達等

④ 被害情報等の収集･報告

⑤ 応援・受援

⑥ 広報活動

⑦ 救助・救急活動

⑧ 避難所等、被災者の生活対策

⑨ 特別な配慮が必要な人への対策

済 

済 

済 

済 

済 

済 

一部済 

済 

⑩ 物資等の輸送、供給対策

⑪ ボランティアとの協働活動

⑫ 公共インフラ被害の応急処置等

⑬ 建築物、宅地等の応急危険度判定

⑭ 被害認定調査、罹災証明の発行

⑮ 仮設住宅

⑯ 生活再建支援

⑰ 廃棄物処理

２ 今後の取組 

・未策定分野の災害時応急対応業務マニュアルを作成。

・災害時応急対応業務マニュアルを活用した運用訓練を府・市町村が連携して実施。

・災害時や訓練での運用等を踏まえた災害時応急対応業務マニュアルの修正。

【京都府災害時応急対応業務マニュアルの概要】 

１ 趣旨 

・フェーズ化した進捗管理により、目標管理型の災害対応を進める。

・府と市町村で災害対応手順を共通化することにより、速やかな状況把握や相互応援を可能と

し、危機管理体制の充実・強化を図る。

・災害対応で得られた教訓をマニュアルに蓄積し、改善を図る。

・定型的な業務に携わる係員と非定型化業務に対応する指揮者等の役割分担を明確化する。

２ 構成 

・京都府災害時応急対応業務マニュアル

・京都府版市町村災害時応急対応業務標準マニュアル

３ 内容 

・災害発生時に京都府及び市町村の担当者が従事する１７項目の業務について、担当班、手順

を明記するとともに進捗を確認。
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